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大田原市行政改革大綱実施状況（平成 23年度）大田原市行政改革大綱実施状況（平成 23年度）
■問い合わせ　　２階
　　　総務課行政改革係
　　　　　（２３）１１１１

　本市の行政改革は、「第２次大田原市行政改革大綱」に基づき、年度別に具体的な取り組みを「実施計
画」にまとめ、取り組んでいます。実施状況については、市職員で組織する「行政改革推進本部会議」に
おいて進行管理を行い、市民組織からなる「行政改革推進委員会」に報告し、助言や提言をいただいて
来年度以降の取り組みに反映しています。

Ⅰ　自助、互助、公助のまちづくりの推進

　１　市民との協働と市民参加のしくみづくり

実施計画項目 取り組み内容 実　　績 達成
状況計　　画

※ 達成状況は、「ａ、ｂ、ｃ、ｄ」の 4段階評価とし、「ａ：ほぼ達成（90％以上）、ｂ：大半を達成（80％以上）、
　ｃ：おおむね達成（60％以上）、ｄ：未達成（60%未満）」を表します。

自主防災組織の推進

特定健康診査・がん
検診の受診率向上

道路里親制度の推進

市民参画のまちづくり

自治会単位で自主防災
組織を設立し、協働で
安全安心なまちづくり
を推進する。

４つの自主防災組織
（桧木沢サイプレス、新富
ニュータウン、大輪下、
黒羽田町）を結成した。

　２　民間委託および指定管理者制度の導入推進

取り組み内容 実　　績 達成
状況計　　画

保育園民間委託など
の推進

火葬業務の民間委託

学校調理業務の
民間委託

多様化する保育ニー
ズ、運営費の削減など
を検討し民間化する。

①須賀川児童館
　平成 23 年 4 月から、
　すさぎ保育園に統合
②かねだ保育園
　民営化に向けての準
　備（平成 24 年４月か
　ら民営化済み）

中心市街地活性化協議
会の専門部会を活用
し、市民の声をまちづ
くりに反映する。

道路里親を増加し、市
民と協働できれいな道
づくりを推進する。

保健委員や健康づくり
リーダーなどと協働で
健診受診率の向上を図
る。

各専門部会の開催

里親活動延長の増加距離
　　　　　　L=1.5km

特定健診受診率 47％、
胃 38％、肺 48％、
大腸 46％、子宮 38％、
乳がん 48％

街並みづくり、沿線整備
研究などの専門部会を開
催し、意見や提言をまち
づくりに反映した。

里親活動延長の増加距離
　　　　　　L=3.1km

特定健診受診率 45％、
胃 35％、肺 45％、
大腸 43％、子宮 36％、
乳がん 44％

実施計画項目

調理員の定数削減と経
費の削減を検討し民営
化する。

業務の効率化、経費の
削減効果などを検討し
民営化する。

調理委託校 2校、
調理員正規職員 28 人

県内火葬場の調査

①須賀川児童館の統合
②かねだ保育園の民営化

湯津上中、湯津上小の 2
校について調理業務の民
間委託を実施した。
（正規職員 29 名）

県内火葬場の調査、指
定管理者導入済み市町
の調査および関係例規
を改正した。

４組織の立ち上げ ａ

ｂ

ａ

ａ

ａ

ａ

ａ
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Ⅱ　市民サービスの向上

　１　窓口サービスの向上

業務マニュアルの
作成

職員間の共通理解によ
り、窓口業務の効率化
を図る。

業務情報の洗い出し
各係の業務の洗い出し
を行い、新規業務を除
き作成した。

　２　情報化の推進

ホームページの
有効利用の促進

ホームページによる情報
発信の有効利用を図る。

ページデザインの検討、
バナー広告の導入

大田原市意見公募手続
きの実施に関する要綱
およびバナー広告の実
施要領を制定した。

電子申告の普及推進

　３　事務事業の見直し

市民参加による事業
仕分け（市民評価）
の実施

効果的な事業実施に向
けて事務事業の見直し
を行う。

医療費の適正化により
財政効果を図る。

事業仕分けの実施、行政
評価制度の見直し

財政効果額 1,700 円以上

震災復興を優先するた
め事業仕分けは見送っ
た。行政評価制度は見
直し会議を実施した。

財政効果額（過誤調整額
を被保険者数で除した
数値）1,833 円

レセプト点検の
充実強化

　１　定員管理の適正化

定員適正化計画に
よる定員管理

定員の削減により人件
費の縮減を図る。 職員数 654 人

平成 23 年 4月現在　
職員数 647 人
（対前年比△23 人）

　２　人材の育成と意識改革

多様な人材の確保、
育成のための研修体系
などの充実

職員研修体系を見直し
人材育成の充実を図る。

県の研修協議会の情報
収集

県の研修協議会の移行が
前倒しとなったため、研
修に関する基本的な方針
を前倒しで策定した。

Ⅲ　効率的な執行体制の確立

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

給与支払報告書、法人市
民税の申告書などの電子
申告化の推進を図る。

納税義務者の 30％の電
子申告化

ａ

ｃ

ａ

ｂ

ａ

ａ

ａ

電子申告件数率　38.3％
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　１　組織機構の見直し

公益法人制度改革
の推進

公益法人制度改革にあ
わせて、財団法人の見
直しを行う。

基本方針の決定 該当する５法人の移行の
方向性を定めた。

　２　外郭団体の見直し

組織機構の見直し
市民サービスの向上を
目指した組織の構築を
図る。

見直し実施

平成 24 年度に向けて、
廃止３課、新設３課、変
更１部２課の組織改編を
実施した。

　１　財政健全化の推進

財政の健全化
財政健全化計画を策定
し、持続可能な財政規
模を構築する。

財政健全化計画の策定 平成 23 年 12 月に第２期財
政健全化計画を策定した。

　２　歳入の確保

市税などの
徴収率の向上

滞納処分の早期着手と
口座振替の加入を促進
する。

現年度目標徴収率
市税　　　　　　97.2％
国民健康保険税　86.9％
介護保険料（普通徴収）　
　　　　　　　87.8％

住宅使用料　　　96.0％
保育料　　　　　98.2％

現年度分徴収率
市税　　　　　   97.7％
国民健康保険税　88.4％
介護保険料（普通徴収）
　　　　　　　89.1％
住宅使用料　　  97.32％
保育料　　　　　99.2％

広告事業による
税外収入の確保

　３　歳出の抑制

三役の給与カット

管理職手当、時間
外勤務手当の削減

経費の節減
マニュアルの推進

延長実施により人件費
の縮減を図る。

①部課長 10％、総括主
幹８％削減、②時間外の
当初予算額を前年の
99％とする。

給与月額の減額措置（市
長 10％、副市長７％、
教育長５％）を実施した。
さらに市長４月分１円、
副市長・教育長７月分
24 万円減額を実施した。

Ⅳ　行政体制の見直し

Ⅴ　持続可能な財政構造の確立

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

広告事業を積極的に導
入することにより歳入
確保を図る。

バナー広告事業を実施した。広告事業内容の検討

経費削減マニュアルに基
づき全庁的に取り組む。

延長実施により人件費
の縮減を図る。

削減効果額　20,000 千円

継続実施

電気料、郵便料の削減
効果額　15,598 千円

①管理職手当 3,932 千円
の削減②時間外手当の
当初予算額を対前年
98.9％とした。

ａ

ｂ

ｃ

ａ

ａ

ａ

ａ

ａ
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市
で
は
毎
年
、
80
歳
と
１
０
０
歳
以
上

の
高
齢
者
に
敬
老
祝
金
な
ど
を
お
贈
り
し

て
い
ま
す
。

　

今
年
度
末
ま
で
に
１
０
０
歳
以
上
と
な

る
方（
大
正
２
年
４
月
１
日
以
前
に
生
ま

れ
た
方
）は
39
名
で
す
。
こ
の
う
ち
新
た

に
15
名
の
方
が
１
０
０
歳
を
迎
え
ま
す
。

　

８
月
31
日（
金
）に
は
、
今
年
度
に
１
０
７

歳
と
な
る
市
内
最
高
齢
者
の
笹
沼
敏
夫
さ

ん
と
、
今
年
度
に
１
０
６
歳
と
な
る
市
内

２
番
目
高
齢
者
の
相
馬
キ
ヨ
さ
ん
を
津
久

井
市
長
が
訪
ね
、
市
内
の
肖
像
画
家
・
益

子
学
司
さ
ん
か
ら
寄
贈
さ
れ
た
相
馬
さ
ん

を
描
い
た
肖
像
画
や
敬
老
祝
金
、
祝
詞
な

ど
を
手
渡
し
、
長
寿
を
祝
い
ま
し
た
。

■
問
い
合
わ
せ　
　

１
階

　

高
齢
者
幸
福
課
高
齢
対
策
係

　
　
　
（
２
３
）８
７
４
０

　

平
成
22
年
９
月
か
ら
２
年
間
に
わ
た
り
、

外
国
語
指
導
助
手（
Ａ
Ｌ
Ｔ
）と
し
て
本
市

の
子
ど
も
た
ち
の
英
語
教
育
の
充
実
の
た

め
に
ご
尽
力
い
た
だ
き
ま
し
た
ア
ダ
ム
・

マ
レ
ン
先
生
が
任
期
満
了
に
伴
い
、
帰
国

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

本
市
と
友
好
親
善
関
係
に
あ
る
、
英
国

（
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
）の
セ
ン
ト
ア
ン
ド

リ
ュ
ー
ス
大
学
お
よ
び
ニ
ュ
ー
・
セ
ン
ト

ア
ン
ド
リ
ュ
ー
ス 

ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ
・
ジ
ャ

パ
ン
の
ご
協
力
に
よ
り
後
任
の
Ａ
Ｌ
Ｔ
が

来
日
し
、
９
月
か
ら
勤
務
し
て
お
り
ま
す

の
で
紹
介
し
ま
す
。

●
氏　

名　

ジ
ェ
ー
ム
ズ
・
モ
リ
ス

●
出
身
地　

英
国 

ウ
ス
タ
ー
シ
ャ
ー
州　

●
趣　

味　

旅
行
、
ハ
イ
キ
ン
グ

●
特　

技　

ギ
タ
ー
、
ベ
ー
ス
の
演
奏

●
メ
ッ
セ
ー
ジ

　

大
田
原
中
学
校
、
西
原
小
学
校
、
紫
塚

小
学
校
の
３
校
に
勤
務
し
て
い
ま
す
。

市
内
に
居
住
し
て
お
り
、
街
で
見
か
け

る
こ
と
も
あ
る
と
思
い
ま
す
の
で
気
軽

に
声
を
か
け
て
く
だ
さ
い
。

　

日
本
語
は
勉
強
中
で
、
ま
だ
難
し
い
言

葉
は
理
解
で
き
ま
せ
ん
が
、
ど
う
ぞ
よ

ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ

　

学
校
教
育
課
学
校
教
育
係

　
　
　
（
９
８
）７
１
１
３

　４　適正な財産管理

未利用地の有効活用の
検討、売却

公売５物件のうち２物件
を売却した。   5,440 千円

　１　公営企業などの健全化

徴収率の向上を図り、
使用料の負担の公平性
を確保する。

現年度徴収率　 97.40％
過年度徴収率　 55.00％

現年度徴収率　97.33％
過年度徴収率　63.11％

下水道使用料などの
徴収率の向上

水道水の
効率的な利用

水道料金の
徴収率の向上

徴収率の向上を図り、
使用料の負担の公平性
を確保する。

新大田原上水道 10 カ年
整備事業による水運用
の効率化の推進。

現年度徴収率
使用料　　　　99.48％
受益者負担金　85.77％

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

水道水の効率的な利用
を図る。

現年分徴収率
使用料　　　     99.45％
受益者負担金　   91.0％

黒羽地区連絡管整備事
業、湯津上地区配水地
整備事業、配水管路整
備事業を実施した。

市有財産の有効活用
保有する財産の有効利
用を図るとともに、未
利用地の売却による収
入確保を図る。

Ⅵ　公営企業などの経営健全化

実施計画項目 取り組み内容 実　　績計　　画 達成
状況

ａ

ｂ

ａ

ａ

１
０
０
歳
以
上
の
高
齢
者
に

敬
老
祝
金
な
ど
を
贈
呈

新
し
い
Ａ
Ｌ
Ｔ
が
来
日
し
ま
し
た

肖像画を贈られた相馬さん（左）と
市内最高齢者の笹沼さん（右）
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